
令和３年度第2回

徳島県発達障がい者支援地域協議会

日 時：令和4年3月1日（火）

午後１時３０分から午後３時まで

場 所：発達障がい者総合支援センター ３階 会議室

－ 次 第 －

１ 開 会

２ 挨 拶

３ 議 事

（１）令和４年度発達障がい関連施策の計画について

（２）発達障がい者（児）支援に関する実態調査結果について

（３）その他



配布資料

・次第

・徳島県発達障がい者支援地域協議会設置要綱

・徳島県発達障がい者支援地域協議会委員名簿

・[資料１－１] 令和４年度発達障がい関連施策の計画について

（発達障がい者総合支援センター）

・[資料１－２] 令和４年度発達障がい関連施策の計画について

（教育委員会）

・[資料２] 令和３年度発達障がい者（児）支援に関する実態調査結果報告書（案）



徳島県発達障がい者支援地域協議会設置要綱

（設置）

第１条 発達障がい者の乳幼児期から成人期までの各ライフステージに対応する一貫した

支援を行うため、発達障害者支援法（平成１６年法律第１６７号）第１９条の２第１項

の規定に基づき、医療、福祉、教育及び労働の関係部局、大学、親の会等の関係者から

なる「発達障がい者支援地域協議会」（以下「協議会」という。）を置く。

（協議事項）

第２条 この協議会は、発達障がい者への支援のため次の事項について協議等を行う。

（１） 発達障がい者支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関すること。

（２） 地域の実情に応じた発達障がい者の支援体制の整備に関すること。

（３） その他発達障がい者の支援の充実に必要な事項に関すること。

（組織）

第３条 協議会は、会長、副会長、その他の委員をもって構成する。

２ 委員は、徳島県知事が委嘱する。

３ 会長は、委員の互選により選出し、副会長は会長が指名する。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務を代理す

る。

（委員の任期等）

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、欠員が生じた場合の補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。

２ 委員は、再任されることができる。

（会議の運営）

第５条 協議会は、必要に応じて会長が招集する。

（関係者の出席）

第６条 会長が必要と認めたときは、関係者の出席を求め、意見を聞くことができる。

（検討部会・ワーキンググループ）

第７条 協議会の円滑かつ効率的な運営に資するため、また、実質的な検討作業を行うた

めに検討部会（ワーキンググループ）を置くことができる。



（事務局）

第８条 協議会に関する事務は、保健福祉部障がい福祉課及び発達障がい者総合支援セン

ターにおいて処理する。

（雑則）

第９条 この要綱に定めるものの他、協議会の運営に関し必要な事項は会長が定める。

附 則

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。



区    分 所　属 ・ 職　名 氏　　　　名氏 名

徳島赤十字ひのみね総合療育センター　顧問 橋 本 俊 顕

徳島県医師会 井 﨑 ゆ み 子

徳島県精神科病院協会　会長 櫻 木 章 司

徳島県精神保健福祉士会 岡 本 訓 代

鳴門教育大学大学院　教授 大 谷 博 俊

徳島大学大学院　教授 奥 田 紀 久 子

四国大学　教授 前 田 宏 治

徳島文理大学　准教授 冨 樫 敏 彦

親 の 会 徳島県自閉症協会　会長 島 優 子

児童発達支援センター ねむのき　施設長 中 川 美 幸

徳島労働局職業安定部職業対策課　課長 森 下 明 実

徳島障害者職業センター　所長 藤 村 真 樹

愛育会地域生活総合支援センター　所長 堤 美 代 子

徳島市立八万幼稚園　園長 大 石 恵 子

板野町立板野南小学校　校長 吉 野 育 也

徳島市立城東中学校　校長 安 西 政 和

徳島県立徳島中央高等学校　校長 大 住 満 寿 夫

徳島県立鴨島支援学校　校長 森 本 真 由 美

保 育 所 羽ノ浦さくら保育所　所長 田 中 敬 子

市 長 会 徳島市健康福祉部健康長寿課課長補佐 森 史 子

町 村 会 那賀町保健センター　副センター長 蔭 岡 美 恵

○オブザーバー

濵 田 正 子特定非営利活動法人　オーティの会　理事長

徳島県発達障がい者支援地域協議会委員名簿

令和３年４月１日現在

医　　療

福　　祉

大　　学

労働部局

教育委員会
（学校関係）



【資料１－１】

令和４年度発達障がい関連施策の計画について
（発達障がい者総合支援センター）

１ 発達障がい支援機能強化事業 １９，６７０千円

１ 事業の目的

地域における相談支援の核となる人材を育成し，早期発見・早期支援の体制を充実させ

るとともに，発達障がい者（児）及びその家族が，地域においてライフステージに応じた

支援が受けられるよう，体制を整備する。また，広く県民に啓発することにより，障がい

のある人もない人も，ともに支え合い暮らす地域づくりを目指すことで，発達障がい者の

自己実現の場と機会が広がる。

２ 背景・課題

発達障がいの社会的な認知と個人の気づきが進んだことにより，センター利用者数は右

肩上がりに増えている中，個別相談に加え，様々な方法で発達障がい者支援を行っている。

一方で，限られた職員数と稼働時間で，センターの役割である支援者支援と困難ケース

に対応する必要がある。

３ 事業概要

徳島県発達障がい者総合支援プラン（第 2期）に基づき，発達障がい者対策事業を実施
する。

（１）相談支援：発達障がい者（児）及び家族等からの相談に応じ，的確な指導，助言を

行うとともに，関係機関との連携強化により，発達障がい者への総合的な支援体制の整

備を促進する。

①個別相談支援事業 ②グループ支援

（２）発達支援：保護者のペアレントトレーニングの技術獲得を支援するとともに，ペア

レント・メンターの活動を応援することにより，保護者の孤立感等を軽減する。

①子育てサポート推進事業

（３）就労支援：自己の特性理解を促し，就労への動機付けや就労場面における課題等に

ついて指導，助言を行うことで，特性に応じた進路選択や職業選択，離転職の予防につ

なげる。

①発達障がい者就労移行サポート事業 ②ライフスキルサポート事業

（４）啓発：支援を必要とする者が早期発見・早期支援につながるよう，広く県民に発達

障がいの正しい理解と知識を普及させる。

①発達障害啓発週間関連事業 ②暮らしやすい徳島づくり加速事業

③発達障がい者総合支援ゾーン１０周年記念事業

（５）地域支援・研修：支援を必要とする者が早期発見・早期支援につながるよう，関係

者への研修を行い，支援者の力量を上げる。また，令和４年度から障がい者（児）施設

等から「強度行動障がい」対応について支援要望があった場合①の事業の対象として，



サポートチームを派遣する。

①支援者支援の強化事業 ②災害時発達障がい者サポート体制強化事業

（６）連携：関係機関との連携を効果的にとるための仕組みづくりと総合的計画的な施策

の推進を図る。

①職員の資質向上 ②センター体制整備事業 ③ゾーン連携事業

４ 事業効果

（１）地域の支援者が発達障がいについての知識と技術を高めることにより，早期発見・

早期支援ができ，発達障がい者（児）や家族を的確な支援機関につなぐことができる。

また，関係者にとっては，現任教育の場としても活用でき，地域の支援力の充実につな

がり，当センターにおいては，困難事例への対応と地域の支援機関の人材育成にこれま

で以上に尽力することができる。

（２）自立及び就労を視野に入れた早期からの支援により，発達障がい者（児）にとって

具体的な就労イメージと実践的なスキルの獲得が期待でき，適切な就労へとつなげるこ

とができる。

（３）広く県民に啓発することにより，発達障がいについて正しい理解の促進が図られ，

誤解や偏見を除くことで，発達障がいのある人だけでなく，誰もが幸せに暮らす社会の

実現に近づく。また，発達障がいへの気づきが促進されることにより，必要な支援を必

要な人がタイムリーに受けることができ，県民サービスの向上につながる。

２ かかりつけ医等発達障がい対応力向上研修事業 ５００千円

１ 事業の目的

発達障がい者（児）やその家族が身近な存在であるかかりつけ医等と信頼関係を構築し，

適切な支援を受けるためには，かかりつけ医等の対応力向上が必要不可欠である。発達障

がい者（児）やその家族が住み慣れた地域で安心して生活できるよう，かかりつけ医等の

対応力底上げを図る。

２ 事業概要

（１）発達障がいに関する国研修の受講

研修名：精神保健に関する技術研修

日 時：令和４年６月頃

場 所：東京都

受講者：徳島県医師会より推薦された医師及びセンター職員

（２）伝達研修の実施

講 師：国研修を受講し，徳島県医師会より推薦された医師及びセンター職員

対象者：医師 等

（３）修了証書の交付 等

３ 事業効果

地域の身近なかかりつけ医等が発達障がいについて正しい知識を持つことで，発達障が

いに気づき，早期発見につながる。また，適切な配慮でスムーズな受診ができることによ

り，発達障がい者（児）やその家族の負担軽減につながる。



１．発達障がい支援機能強化事業
ＮＯ． 事業名

6 発達障害啓発週間関連事業

7 暮らしやすい徳島づくり加速事業

8 　　　発達障がい者総合支援ゾーン10周年記念事業

「発達障がいサポートチーム」現場派遣事業、機関コンサルテーション

発達障がい出前講座

10 災害時発達障がい者サポート体制強化事業

11 職員の資質の向上

２．かかりつけ医等発達障がい対応力向上研修事業

内容

1

相
談
支
援

1 個別相談支援事業

連携診療（ひのみね総合療育センター小児科診療枠確保と同行支援）

小児科相談

精神科相談

一般相談（心理検査・発達検査・移動相談含む）

2 グループ支援

発達障がい者ピアグループ育成事業ひととき（当事者の生活の質の向上と自立支援）

発達障がい者ピアグループ育成事業ほっと会（当事者の生活の質の向上と自立支援）

家族サポート教室（心理的教育アプローチによるグループワーク）

子育てサポート教室「のびっ子学級」　（親子参加型プログラム）

子育てサポート教室「すくすく教室」　（ペアレントトレーニング）

子育てサポート教室　（ペアレントプログラム）

ペアレント・メンターによるグループ相談会

ペアレント・メンターによる啓発活動　（シルバー大学校等）

ペアレント・メンター活動バックアップ
　【養成研修（フォローアップ講座・事例検討会）・連絡協議会】

3

就
労
支
援

4 発達障がい者就労移行サポート事業

ＦＡ

みなと高等学園作業体験

西部テクノスクール作業体験

ジョブトレ職場実習

2

発
達
支
援

3 子育てサポート推進事業

子育てサポートミニ講座

就労継続ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ事業

5 　　　ライフスキルサポート事業

小・中学生の“自分そだて”サポート事業

高校生の就労サポート事業

おとなの就労サポート事業

発達障がい対応力向上・支援者派遣事業

4
啓
発

5

地
域
支
援
・
研
修

9 支援者支援の強化事業

発達障がい者地域支援マネジャーの配置

発達障がい者支援専門員の養成

発達障がいサポーターの登録

関係者研修による支援者のスキルアップ（センター主催）

医療との連携

他機関会議への出席（会議でのスーパーバイズ）

6
連
携

12 　　　センター体制整備事業

発達障がい者支援地域協議会（発達障がい者支援に関する施策の総合的、計画的な
推進のための体制整備）

13 ゾーン連携事業

連携体制の充実

災害用備蓄品整備

地域啓発研修事業（3圏域での研修及び啓発）

発達障がい児早期発見体制支援事業

市町村へのタブレット設置

乳幼児の一時保育

徳島県発達障がい者総合支援プラン（第３期）の策定に向けＷＧの開催等

発達障がい者支援西部圏域調整会議（関係機関の連携強化）

児童発達支援センター連絡協議会

オンラインを活用した体制整備

新

随時

随時

随時

随時

随時

随時随時

新

新

新



【資料１－２】
令和４年度発達障がい関連施策の計画について

（教育委員会）

１ 「ともにまなぶ」高校生活応援事業 ３，１７０千円

県立高等学校に在籍する，障がいにより特別な支援を必要とする生徒に対し，対象生徒
の学校生活の充実や学業不適応状態の予防改善を図り，さらに，学校における支援体制の
充実や周りの生徒の理解啓発を促すため，個別的な支援を行う特別支援教育支援員（学習
支援員）を５校に１名ずつ配置する。

２ 特別支援教育「地域まるごと専門性向上」事業 ６，０００千円

特別な支援を必要とする児童生徒や医療的ケア児の増加に伴い，小・中学校の特別支援
学級に関わる教員等の専門性を強化する支援体制の整備や，医療的ケア児一人一人の社会
参加支援の充実を図るなど，特別支援教育の「専門性向上」や「サポート体制の構築」を
図る。

３ 社会で活躍サポート事業 ５，５８３千円

特別支援学校の生徒が，卒業後の社会生活にスムーズに移行し，社会で活躍できるよう，
また，事業所等に対する障がい理解等の促進と労働や福祉との連携による特別支援学校の
生徒の就労及び職場定着のために，専門家等との連携によるキャリア教育の充実及び教職
員の専門性の向上を図る。

１ 「技能甲子園」の開催 （検定上位級取得者による競技会の開催）
２ 特別支援学校主導の技能検定の実施 （すだちサポート会議の開催等）
３ 職場定着に向けた支援 （進路指導主事による卒業生の職場巡回支援等)
４ 「ゆめチャレンジフェスティバル」の開催

（企業関係者に特別支援学校生徒の就労についての理解を深める取組み）

４ 新時代「特別支援学校ＳＤＧｓ」創出事業 １１，０００千円

「ダイバーシティとくしま」や特別支援学校「SDGs」の実現に向けた新たな取組みを
創出するため，「地域貢献活動」や「文化・スポーツ活動」に加え，県産野菜等を活用し
た「新たな６次産業化の取組み」を実施する。
・「でり・ばりキッチン阿波ふうど号」との協働による商品開発
・徳島の伝統「藍」（沈殿藍）を活用した新たな商品開発 等

５ 発達障がい「つながる・ひろがる・はばたく」充実事業 ７，０３１千円

発達障がいのある児童生徒について，就学前から卒業後の就職まで切れ目のない支援
体制を構築するため，本県独自の「ポジティブな行動支援」の全県展開を図るとともに，
テレワークをはじめとする就労支援を推進する。


























































































